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研究要旨 

【目的】日本の休業 4 日以上の転倒労働災害について、基準人口を基に、年齢および性別

で標準化した発生率（以下、年齢・性別調整発生率）を推定することを目的とした。 

【方法】労働者死傷病報告（厚生労働省）および労働力調査（総務省統計局）のデータを用

いた。対象期間は 2014〜2021 年とし、2 つのデータそれぞれから休業 4 日以上の転倒災害

および雇用者を推定し、転倒災害 234,711 件、雇用者 436,223,186 人(個人の重複あり)を対

象とした。全業種と転倒災害件数の比較的多い 3 つの業種（卸売・小売業、医療・福祉・

保健衛生業および製造業）において各年 10 万人あたりの粗発生率、年齢調整発生率および

年齢・性別調整発生率を推定し、粗発生率と調整後発生率の変化について分析した。 

【結果】粗発生率は経年的に上昇傾向であった。2016 年以降、全業種の分析において年齢

調整発生率は粗発生率を下回った。年齢・性別調整後、発生率は更に低下した。年齢・性別

調整後の発生率推移の平準化は、医療・福祉・保健衛生業において顕著であった。 

【結論】労働力人口の年齢および性別構成の変化は、転倒災害発生の経時的推移に影響を

及ぼしていた。年齢・性別調整発生率は、労働力人口の高齢化や性別構成の多様化が進む中

でも、業務上の転倒災害リスクを監視するための適切な指標となり得る。 

 

 

A. 研究目的 

 職場における転倒は、休業 4 日以上の労働災

害の中で最も多い[1]。発生件数は卸売・小売業、

医療・福祉、および製造業において特に多く、

これらで転倒災害全体の約半数を占めている。

多くの高所得国において生産年齢人口が減少傾

向にある一方で、日本では高齢者の就業率が上

昇している。これは、人口の高齢化に加え、就

労期間の延長を促進する政策的取り組みを反映

していると考えられる[2]。さらに、女性の労働

参加も拡大している[3]。 

 こうした人口構成の変化は、業務上の転倒に

よる負傷事故の発生パターンに影響を及ぼす可

能性がある。事故の単純集計値や粗発生率は、

労働力人口の年齢や性別の構成に左右されるた

め、傷害リスクの根底にある経時的な傾向を捉
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えきれていない可能性がある。そこで、年齢調

整発生率や年齢・性別調整発生率を用いること

で、こうした人口構成上の影響を切り分けて評

価することが可能となる。しかし、日本におけ

る転倒災害について、年齢調整、および年齢と

性別を同時に調整した発生率の信頼性の高い全

国推定値は不明である。 

 本研究では、日本の全数調査および全国規模

データを用い、日本の雇用者を対象として、転

倒災害に関する年齢調整発生率および年齢・性

別調整発生率を推定することを目的とした。ま

た、これらを粗発生率と比較し、労働力人口の

人口構成の変化が、転倒災害の発生（経時的変

化）に対してどの程度、寄与しているかを分析

した。 

 

B. 研究方法 

１．研究デザインおよびデータソース 

 本研究は、日本の全数調査および全国規模の

データセットを用いた記述疫学研究である。転

倒災害に関する情報は、厚生労働省「労働者死

傷病報告」より取得した。同報告は、労働安全

衛生法（1972 年）に基づき、4 日以上の休業を

要するすべての業務上負傷について提出が義務

付けられているものである[4]。労働力人口のデ

ータは、総務省統計局が実施している「労働力

調査」より取得した[5]。労働力調査は、就業状

態、年齢、性別、および産業分類に関する変数

を含み、日本国内に居住する 15 歳以上の労働

力人口を代表するよう設計されている。対象期

間は 2014〜2021 年とした。2015 年の労働力調

査における雇用者人口（年齢階級別および年齢

階級・性別）を基準人口として採用した。 

 

２．対象者および転倒災害 

対象は、2014〜2021 年の各年において、労働

力調査で就業者として特定された者とした。役

員、自営業主、内職および就業状態が不明な者

は除外した。これは、労働安全衛生法に基づく

労働災害報告義務の対象外であるためである。

転倒災害は、労働者死傷病報告において“転倒”

と分類された事例と定義した。 

 

３．雇用者および共変量  

雇用者数は、個票レベルで付与されたウェイ

トを用いて推定し、月あたりで平均化した。各

年、年齢階級、性別および業種ごとの年間平均

雇用者数を算出するために、目的に応じてこれ

らの月あたりの平均を足し合わせ、年平均雇用

者数を算出し、発生率の推定に使用した。 

労働者死傷病報告において、年齢は受傷日と

生年月日を用いて算出し、労働力調査で使用さ

れている年齢階級区分と整合させた（15～19歳、

20～24 歳、…、90 歳以上）。業種は、労働者死

傷病報告で使用されている産業分類に基づき、

転倒災害の報告件数が多い卸売・小売業、医療・

福祉・保健衛生業および製造業に分類した。 

 

4．転倒災害発生率 

 各年で、発生件数を年齢階級別に対応する年

平均雇用者数で除し、10 万人あたりの粗発生率

を算出した。全体の粗発生率は、転倒の総発生

件数を、年平均雇用者総数で除して算出した。

年齢調整発生率は、5 歳毎の年齢階級を用い、

2015 年の労働力調査に基づく雇用者人口を基

準とする直接法により算出した。年齢・性別調

整発生率は、年齢・性別で層別した区分を用い

て、同様の方法で算出した。 

 

5．統計解析  

 全業種を統合した集団と 3つの業種それぞれ

で分析した。 

主解析として、全業種にわたる全雇用者数人

口を対象とした年齢・性別調整発生率の推定を

行った。また、調査期間を通じた粗発生率、年

齢調整発生率および年齢・性別調整発生率の経

時的推移について、記述的な検討を行った。 

さらに、調査期間における労働力構成（年齢・
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性別）を評価するため、全業種および 3 つの業

種それぞれにおいて、雇用者に占める 65 歳以

上の高年齢労働者の割合を算出した。転倒災害

件数については個人の特定に配慮し、件数の少

ない85歳以上の年齢階級を一つの集団とした。 

解析は統計解析ソフト Stata（ ver.19.5; 

StataCorp LLC, College Station, TX, USA）を

用いて実施した。 

 

6．倫理的配慮 

本研究は、産業医科大学倫理委員会（R4-054）

の承認を得たうえで実施した。データセットは

個人を特定可能な情報は含まれていないため、

インフォームド・コンセントおよび追加の倫理

的手続きは不要であった。 

 

C. 研究結果 

1. 研究対象集団および転倒災害発生の傾向 

 2014〜2021 年にかけて、全業種における推

定雇用者数は合計 436,223,186 人であった（表

1）。また、転倒災害は 234,813 件が報告され、

年齢情報が欠落していた 102 件を除外し、本研

究では 234,711 件を分析対象とした。転倒件数

は経年的に増加の傾向がみられた（表 1）。3 つ

の業種における転倒災害件数および推定雇用者

数は、表 2～7 に示す。3 つの業種において、転

倒災害は中高年齢労働者において比較的多く発

生していた（表 2～4）。 

 

2. 雇用者の年齢構成の変化 

 高年齢労働者の割合は男女全体として増加傾

向にあり、2018 年以降は医療・福祉・保健衛生

業において全業種の平均を上回って推移した。

一方、製造業においては全業種平均を下回り、

その増加ペースも緩やかであった（図 1–a）。男

性では、これら 3 つの業種における高年齢労働

者の割合は、調査期間を通じて一貫して全業種

平均を下回っていた（図 1–b）。対照的に女性に

おいては、卸売・小売業および医療・福祉・保

健衛生業における高年齢労働者の割合が、全業

種平均を上回っていた（図 1–c）。これら両業種

において、高年齢の女性労働者の割合は経年的

に増加しており、特に医療・福祉・保健衛生業

で顕著であった（図 1–c）。 

 

3. 粗発生率、年齢調整発生率および年齢・性別

調整発生率の比較 

 分析期間における全業種の粗発生率は、それ

ぞれ 10 万人あたり 51.7、49.4、50.8、52.1、

57.2、53.2、55.3、60.1 であった（図 2）。全業

種における年齢階級別の粗発生率は、表 8 に示

す。業種別では、2021 年においては卸売・小売

業および医療・福祉・保健衛生業における粗発

生率が高かった（図 3）。これら 3 つの業種にお

ける粗発生率の詳細は、表 9～11 に示す。 

 全業種の分析において、2016年以降は年齢調

整発生率が粗発生率を下回っており、このこと

は、労働力の高齢化が転倒災害の発生率上昇に

部分的に寄与していたことを示唆している。さ

らに性別による調整を加えた場合、転倒災害の

年齢・性別調整発生率はさらに低下しており、

労働力の性別構成の違いが粗発生率に影響を及

ぼしていたことが示された（図 2）。 

 

4. 年齢調整および年齢・性別調整発生率におけ

る業種別の傾向 

 卸売・小売業においては、2019 年から 2021

年にかけて、年齢調整発生率が粗発生率を下回

っていた（図 2）。また、年齢・性別調整発生率

は、調査期間を通じて年齢調整発生率を下回っ

ていた。同様に、医療・福祉・保健衛生業にお

いても、2017〜2021 年にかけて、年齢調整発生

率が粗発生率を下回る傾向が見られた。同業種

においても、年齢・性別調整発生率は、調査期

間を通じて年齢調整発生率を下回っていた。対

照的に、製造業においては、調査期間の全期間

を通じて、年齢・性別調整発生率が粗発生率お

よび年齢調整発生率の双方を上回っていた。卸



 28 

売・小売業および医療・福祉・保健衛生業では、

年齢・性別調整発生率は 2019 年から 2021 年に

かけて上昇傾向にあり、2021 年の値は 2014 年

の値を上回っていた（図 2）。 

 

D. 考察 

 本研究は日本における転倒労働災害について、

年齢調整および年齢・性別調整により発生率を

推定した。2016 年以降、業種全体では年齢調

整発生率および年齢・性別調整発生率は、いず

れも粗発生率を一貫して下回っていた。この傾

向は、2015 年の基準人口と比較し、労働人口

の高齢化や女性労働者の割合が増加するなどの

労働力構成の変化が、粗発生率の上昇に寄与し

ていたことを示唆している。 

卸売・小売業では 2019 年以降、また、医療・

福祉・保健衛生業では 2017 年以降、年齢調整

発生率および年齢・性別調整発生率が粗発生率

を下回っていた。一方、製造業においては、年

齢調整発生率および年齢・性別調整発生率のい

ずれも、一貫して粗発生率を上回っていた。こ

れらは、業種ごとの労働力構成の違いを反映し

ている可能性がある。 

卸売・小売業および医療・福祉・保健衛生業

においては、全業種平均と比較して、高年齢の

女性労働者が占める割合が高いことが明らかに

なった。さらに、高年齢の女性労働者の割合の

増加傾向は、医療・福祉・保健衛生業において

顕著であった。 

2015 年の基準人口と比較した場合、卸売・

小売業および医療・福祉・保健衛生業は、高年

齢労働者や女性労働者の割合が多い。一方、製

造業は、近年において比較的若い労働者が多く、

男性が主体となる労働力構成となっていると考

えられる。 

卸売・小売業および医療・福祉・保健衛生業

において、年齢・性別調整発生率が粗発生率を

下回っていたが、この傾向は労働力構成の差異

を反映している可能性がある。高年齢労働者や

女性労働者は、転倒した場合に、業務への復帰

が困難となるような負傷を負う確率が高いと考

えられる。したがって、高年齢労働者および女

性労働者を対象とした継続的な転倒予防対策

は、個人および組織のレベルにおいて不可欠で

ある。 

 人口構造における年齢や性別に関連した差異

は、グループ間の比較や経時的な変化の検討を

行う際、粗率（実測値）の解釈を複雑にする要

因となり得る。比較可能性を確保するためには、

標準化された指標を用いることが極めて重要で

ある。これまで、地理的な地域差、健康格差、

および経時的な傾向を特徴づける指標として、

年齢・性別で調整された指標が活用されてきた

[6–8]。これらが示す通り、本研究で推定した年

齢・性別調整発生率は、監視指標として活用す

ることで、転倒災害の経時的な傾向や業種間の

差異をより的確に捉えることが可能となりうる。

この指標を用いれば、人口の高齢化や女性の労

働参加率の上昇といった、労働力構成の変化に

よる影響を低減させつつ、実態を把握すること

に役立つと考えられる。したがって、これらの

指標は、転倒災害の高リスクな業種や集団の特

定、予防リソースの優先順位付け、さらには転

倒災害予防計画の策定や継続的なモニタリング

の実施を支援する上で、有益な情報を提供し得

るものと考えられる。 

 本研究にはいくつかの限界がある。転倒災害

のごく一部において年齢に関する情報が欠落し

ており、それらは分析から除外された。しかし

ながら、報告された全事例数に占める除外事例

の割合は小さいため、推定発生率に実質的な影

響を及ぼした可能性は低い。二つ目に、年齢お

よび性別は一般的に転倒リスクの重要な決定要

因とみなされているものの、その影響は業種に

よって異なる可能性がある。例えば、一部の業

種においては、男性労働者がより身体的負荷の

高い業務や高リスクな業務に割り当てられる頻

度が高い場合があるが、これは労働者個人の脆
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弱性のみを反映したものではなく、労働環境や

業務分担の違いを反映している可能性がある[9]。

したがって、本分析においては、転倒リスクに

対する年齢および性別の影響を、業種や業務内

容に関連する要因から完全に切り離して検討す

ることはできていない。今後は、業種や業務特

性に関する詳細な情報を組み込んだ研究が求め

られる。最後に、年齢や性別に加え、気温や季

節変動といった環境要因もまた、業務中の転倒

発生に影響を及ぼす可能性がある[10]。これら

の要因は本研究では考慮されておらず、今後の

研究において検討されるべき課題である。 

 こうした限界があるものの、本研究では、休

業を要する業務中の転倒災害の大部分を網羅し

た全国規模のデータを用いた。この報告は法的

に義務付けられているため、事実上、本データ

は対象となる事例のほぼ全数を含んでいると考

えられる。また、労働人口の推定においては、

全国的な代表調査の個票データから分析した。

これにより、全国レベルにおける年齢別および

年齢・性別ごとの雇用者数を推定できた。さら

に、発生率の推定にあたっては、90 歳以上まで

分類した 5 歳階級別の年齢区分を用い、直接法

を用いて年齢調整発生率および年齢・性別調整

発生率を算出した。この手法を用いることで、

労働力構成における年齢および性別の経年変化

を考慮したうえで高精度の発生率を推定するこ

とができた。 

 高齢化や男女の構成が多様化する労働力人口

において、粗発生率だけでは転倒リスクの監視

は不十分な可能性がある。年齢・性別調整発生

率は、人口統計学的変化と根本的なリスクの変

化を区別する上でより適切な指標であり、転倒

災害発生率の経時的変化を解釈する際に考慮さ

れるべきである。労働安全の観点から、年齢・

性別調整発生率を日常的な労働災害監視に組み

込むことで、リスク監視の精度を長期的に向上

させる可能性があり、特に女性の労働参加率が

増加している高齢化社会において、高リスクな

業種や労働者集団をより特定することにも貢献

しうる。これらのことから、労働災害監視シス

テムは粗発生率にとどまらず、労働力の人口統

計学的変化に左右されない、真のリスク変化を

反映する指標に基づいて予防活動を行うべきで

あると考えられる。 

 

E. 結論 

 本研究では日本の全国規模のデータを用い、

休業 4日以上の転倒災害における年齢調整およ

び年齢・性別調整発生率を推定した。とりわけ

卸売・小売業および医療・福祉・保健衛生業に

おいては、労働力構成の中での年齢や性別の違

いが、観測された転倒発生率の上昇に寄与して

いるものと示唆された。これらの知見は、高年

齢労働者および女性労働者を対象とした継続的

な転倒予防戦略の重要性を浮き彫りにするとと

もに、業務中の転倒に関する経時的推移を正確

に解釈し、高リスクの労働者集団を特定するた

めに、人口統計学的な標準化が必要であること

を示している。 
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表１ 転倒災害および推定雇用者 

  2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年 2020年 2021年 

年齢階級 
転倒 

件数 
雇用者数 

転倒 
雇用者数 

転倒 
雇用者数 

転倒 
雇用者数 

転倒 
雇用者数 

転倒 
雇用者数 

転倒 
雇用者数 

転倒 
雇用者数 

件数 件数 件数 件数 件数 件数 件数 

15–19 238 879,351 251 880,448 244 954,871 211 931,712 240 1,075,473 258 1,140,571 242 994,604 249 976,082 

20–24 751 3,846,573 723 3,874,111 765 4,058,965 789 4,080,226 822 4,321,175 803 4,414,942 843 4,420,846 848 4,371,439 

25–29 997 5,241,873 919 5,115,110 814 5,094,894 895 5,055,017 952 5,052,008 848 5,114,937 875 5,158,354 920 5,243,245 

30–34 1,233 5,494,338 1,108 5,391,619 1,079 5,369,542 1,111 5,449,643 1,186 5,421,373 1,059 5,312,094 1,045 5,128,223 1,093 5,068,740 

35–39 1,754 6,294,021 1,567 6,108,652 1,439 5,895,868 1,389 5,838,191 1,477 5,804,230 1,394 5,721,844 1,332 5,621,796 1,353 5,546,979 

40–44 2,281 7,010,014 2,224 7,096,127 2,132 7,116,351 2,103 7,079,958 2,247 6,967,757 1,932 6,675,295 1,907 6,351,325 1,900 6,168,368 

45–49 2,558 6,088,621 2,509 6,271,637 2,643 6,656,795 2,860 6,941,616 3,102 7,187,482 2,862 7,366,055 2,814 7,364,948 3,004 7,301,501 

50–54 3,476 5,355,573 3,414 5,561,472 3,594 5,632,262 3,664 5,783,939 4,036 6,037,490 3,759 6,242,358 3,886 6,353,572 4,278 6,654,881 

55–59 4,537 4,760,354 4,234 4,794,989 4,450 4,852,702 4,645 4,997,019 5,178 5,111,290 4,716 5,207,084 5,083 5,319,559 5,491 5,392,345 

60–64 4,891 3,943,147 4,594 3,843,240 4,655 3,825,062 4,600 3,907,429 5,346 3,997,659 4,925 4,095,907 5,005 4,117,420 5,509 4,128,157 

65–69 2,809 2,125,842 2,893 2,377,487 3,644 2,692,765 3,932 2,739,370 4,429 2,847,224 4,148 2,860,530 4,180 2,783,176 4,584 2,707,376 

70–74 1,056 801,947 1,112 881,801 1,193 891,982 1,465 1,030,261 1,998 1,289,075 2,295 1,515,833 2,646 1,656,807 3,243 1,777,415 

75–79 320 212,922 323 233,019 414 293,167 524 346,441 654 415,952 800 507,415 856 513,834 931 514,244 

80–84 52 51,153 54 57,756 58 64,498 87 78,211 125 86,758 153 102,025 186 107,865 221 132,959 

≥85 11 15,361 9 19,849 11 18,741 15 23,907 24 27,277 29 29,747 21 31,781 46 36,672 

Total 26,964 52,121,089 25,934 52,507,316 27,135 53,418,466 28,290 54,282,939 31,816 55,642,225 29,981 56,306,638 30,921 55,924,110 33,670 56,020,403 
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表２ 卸売・小売業における年齢階級別の転倒災害発生件数 

 2014 年 2015 年 2016 年 2017 年 2018 年 2019 年 2020 年 2021 年 

年齢階級 転倒件数 

15–19 43 59 53 44 51 50 60 64 

20–24 132 132 142 133 142 154 168 158 

25–29 184 150 158 182 176 150 133 172 

30–34 203 199 179 186 198 160 158 200 

35–39 301 285 240 235 266 246 238 244 

40–44 416 379 360 377 396 340 337 354 

45–49 463 463 503 564 563 522 530 554 

50–54 749 752 699 767 822 780 798 877 

55–59 1,002 950 1,012 1,060 1,133 1,058 1,090 1,154 

60–64 1,097 1,037 1,040 1,073 1,193 1,137 1,159 1,271 

65–69 562 569 819 865 967 958 981 1,145 

70–74 224 229 213 261 418 462 572 726 

75–79 70 74 92 130 159 141 179 196 

80–84 16 13 18 14 31 33 47 47 

≥85 4 3 3 4 4 8 6 13 

Total 5,466 5,294 5,531 5,895 6,519 6,199 6,456 7,175 
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表 3 医療・福祉・保健衛生業における年齢階級別の転倒災害発生件数 

 2014 年 2015 年 2016 年 2017 年 2018 年 2019 年 2020 年 2021 年 

年齢階級 転倒件数 

15–19 8 9 11 10 8 7 10 10 

20–24 72 71 76 76 68 81 104 85 

25–29 105 116 100 95 115 99 127 115 

30–34 119 118 108 131 145 121 158 139 

35–39 208 160 160 176 166 181 187 198 

40–44 263 255 241 257 287 252 285 274 

45–49 288 297 352 376 412 346 416 457 

50–54 497 520 556 557 632 594 678 796 

55–59 731 696 817 810 902 872 1,030 1,132 

60–64 615 709 743 727 909 918 985 1,186 

65–69 342 366 508 600 708 677 803 890 

70–74 136 132 160 236 298 358 444 576 

75–79 30 39 45 75 82 100 134 146 

80–84 3 9 5 12 16 22 33 28 

≥85 3 1 1 2 5 3 6 5 

Total 3,420 3,498 3,883 4,140 4,753 4,631 5,400 6,037 
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表 4 製造業における年齢階級別の転倒災害発生件数 

 2014 年 2015 年 2016 年 2017 年 2018 年 2019 年 2020 年 2021 年 

年齢階級 転倒件数 

15–19 42 39 28 21 25 27 33 28 

20–24 119 101 111 155 116 104 99 93 

25–29 186 174 135 167 186 157 152 151 

30–34 255 193 207 175 219 209 176 207 

35–39 295 321 253 249 277 225 258 275 

40–44 418 404 438 354 423 365 348 335 

45–49 503 464 518 560 605 551 498 551 

50–54 666 643 755 724 786 677 686 735 

55–59 862 818 817 923 992 859 856 934 

60–64 889 830 898 891 996 864 912 887 

65–69 446 492 572 591 663 609 617 636 

70–74 154 142 179 213 245 297 351 366 

75–79 42 46 52 50 77 105 94 99 

80–84 6 9 6 11 21 13 8 30 

≥85 0 2 4 1 3 6 2 5 

Total 4,883 4,678 4,973 5,085 5,634 5,068 5,090 5,332 
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表 5 卸売・小売業における年齢階級別の推定雇用者数 

 
2014 年 2015 年 2016 年 2017 年 2018 年 2019 年 2020 年 2021 年 

年齢階級 雇用者数 

15–19 240,934 248,533 253,069 261,522 300,831 312,584 294,238 305,791 

20–24 818,821 783,685 822,956 825,843 880,208 855,312 873,953 861,784 

25–29 913,262 892,693 877,934 865,650 803,773 778,993 808,902 790,720 

30–34 915,420 900,688 895,913 906,162 876,383 823,855 767,257 754,824 

35–39 1,046,322 997,908 953,636 949,747 918,765 879,444 908,053 905,033 

40–44 1,222,822 1,187,673 1,155,151 1,176,687 1,139,452 1,089,004 1,002,130 996,154 

45–49 1,000,064 1,024,430 1,104,992 1,153,092 1,186,240 1,217,619 1,202,141 1,206,566 

50–54 842,188 876,875 897,264 945,504 1,003,015 1,006,237 1,004,077 1,067,557 

55–59 776,705 780,980 778,109 809,633 816,401 8,29,647 867,099 851,415 

60–64 595,293 598,720 606,848 621,054 620,579 648,571 650,172 675,302 

65–69 283,827 323,993 388,814 401,768 420,698 406,157 409,319 419,289 

70–74 113,225 115,172 110,968 131,412 168,648 194,308 224,413 235,580 

75–79 32,646 40,773 45,188 52,567 60,625 67,442 63,995 66,642 

80–84 12,274 13,769 13,255 13,797 17,229 19,864 19,796 22,010 

85–89 2,938 4,490 5,789 3,316 3,768 5,449 5,155 6,020 

≥90 2,298 1,433 2,125 2,722 2,580 2,245 2,321 1,704 

Total 8,819,039 8,791,814 8,912,011 9,120,475 9,219,195 9,136,733 9,103,021 9,166,391 
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表 6 医療・福祉・保健衛生業における年齢階級別の推定雇用者数 

 
2014 年 2015 年 2016 年 2017 年 2018 年 2019 年 2020 年 2021 年 

年齢階級 雇用者数 

15–19 33,213 33,494 33,361 29,754 30,327 27,439 24,080 24,519 

20–24 518,937 559,677 550,759 518,861 518,494 524,838 525,513 514,698 

25–29 820,732 832,728 794,249 785,563 781,865 774,691 779,515 824,923 

30–34 794,904 809,656 822,775 831,723 830,875 791,934 798,998 775,732 

35–39 899,965 886,366 903,319 878,372 848,160 852,268 851,244 867,280 

40–44 872,063 926,993 996,900 1,001,428 1,003,104 996,151 992,337 948,699 

45–49 821,042 809,692 871,762 953,006 974,887 993,921 1,022,937 1,048,799 

50–54 757,381 765,672 791,646 789,503 824,592 871,854 914,849 981,543 

55–59 640,425 667,882 712,237 739,783 741,309 723,549 773,380 796,099 

60–64 479,115 504,537 502,637 528,528 571,629 586,383 607,207 657,713 

65–69 267,972 307,232 378,355 374,740 411,683 432,408 442,736 453,871 

70–74 99,739 120,830 129,247 149,795 192,082 221,631 250,192 298,853 

75–79 21,962 27,567 35,700 38,592 61,780 73,627 77,424 77,523 

80–84 5,311 8,251 9,111 7,677 8,613 10,628 14,301 17,917 

85–89 4,830 2,324 2,132 3,196 4,586 3,685 4,504 5,281 

≥90 1,394 2,786 1,963 4,025 2,422 3,557 1,831 1,682 

Total 7,038,985 7,265,688 7,536,152 7,634,547 7,806,408 7,888,564 8,081,048 8,295,134 
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表 7 製造業における年齢階級別の推定雇用者数 

 
2014 年 2015 年 2016 年 2017 年 2018 年 2019 年 2020 年 2021 年 

年齢階級 雇用者数 

15–19 95,276 105,647 111,801 108,736 112,771 104,824 103,827 106,126 

20–24 544,582 561,926 575,204 558,132 600,009 611,950 606,813 635,299 

25–29 927,141 878,893 884,914 894,921 896,731 890,463 857,942 860,311 

30–34 1,001,472 956,181 958,183 995,578 986,062 975,512 938,117 941,244 

35–39 1,182,320 1,157,298 1,101,966 1,084,265 1,095,824 1,091,131 1,039,972 1,000,192 

40–44 1,382,685 1,365,217 1,364,791 1,317,282 1,274,116 1,232,115 1,177,661 1,130,918 

45–49 1,205,811 1,216,648 1,285,799 1,362,015 1,419,795 1,398,152 1,383,170 1,369,113 

50–54 986,868 1,041,665 1,056,062 1,085,398 1,168,468 1,189,241 1,198,108 1,241,467 

55–59 843,609 859,774 848,837 875,566 903,633 932,632 949,806 970,997 

60–64 644,894 614,545 620,725 634,662 629,137 653,536 635,441 631,097 

65–69 282,182 319,562 350,773 351,233 343,812 349,041 323,189 309,684 

70–74 98,959 116,919 116,482 131,044 146,283 166,847 174,516 190,125 

75–79 26,638 31,779 39,849 45,973 54,005 56,204 59,433 55,731 

80–84 4,585 3,898 7,544 9,332 9,912 12,663 12,973 14,769 

85–89 3,273 1,932 2,303 3,101 2,688 2,377 3,861 4,449 

≥90 0 0 1,725 1,852 1,673 2,234 1,788 2,279 

Total 9,230,294 9,231,881 9,326,957 9,459,090 9,644,921 9,668,923 9,466,617 9,463,800 
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表 8 全業種における年齢階級別の転倒災害粗発生率（10 万人あたり） 

 2014 年 2015 年 2016 年 2017 年 2018 年 2019 年 2020 年 2021 年 

年齢階級 粗発生率（10 万人あたり） 

15–19 27.1 28.5 25.6 22.6 22.3 22.6 24.3 25.5 

20–24 19.5 18.7 18.8 19.3 19.0 18.2 19.1 19.4 

25–29 19.0 18.0 16.0 17.7 18.8 16.6 17.0 17.5 

30–34 22.4 20.6 20.1 20.4 21.9 19.9 20.4 21.6 

35–39 27.9 25.7 24.4 23.8 25.4 24.4 23.7 24.4 

40–44 32.5 31.3 30.0 29.7 32.2 28.9 30.0 30.8 

45–49 42.0 40.0 39.7 41.2 43.2 38.9 38.2 41.1 

50–54 64.9 61.4 63.8 63.3 66.8 60.2 61.2 64.3 

55–59 95.3 88.3 91.7 93.0 101.3 90.6 95.6 101.8 

60–64 124.0 119.5 121.7 117.7 133.7 120.2 121.6 133.4 

65–69 132.1 121.7 135.3 143.5 155.6 145.0 150.2 169.3 

70–74 131.7 126.1 133.7 142.2 155.0 151.4 159.7 182.5 

75–79 150.3 138.6 141.2 151.3 157.2 157.7 166.6 181.0 

80–84 101.7 93.5 89.9 111.2 144.1 150.0 172.4 166.2 

85–89 75.5 43.4 69.2 74.4 98.4 105.9 60.9 134.5 

≥90 58.1 53.8 23.3 19.7 50.5 65.1 84.1 86.5 
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表 9 卸売・小売業における年齢階級別の転倒災害粗発生率（10 万人あたり） 

 2014 年 2015 年 2016 年 2017 年 2018 年 2019 年 2020 年 2021 年 

年齢階級 粗発生率（10 万人あたり） 

15–19 17.8 23.7 20.9 16.8 17.0 16.0 20.4 20.9 

20–24 16.1 16.8 17.3 16.1 16.1 18.0 19.2 18.3 

25–29 20.1 16.8 18.0 21.0 21.9 19.3 16.4 21.8 

30–34 22.2 22.1 20.0 20.5 22.6 19.4 20.6 26.5 

35–39 28.8 28.6 25.2 24.7 29.0 28.0 26.2 27.0 

40–44 34.0 31.9 31.2 32.0 34.8 31.2 33.6 35.5 

45–49 46.3 45.2 45.5 48.9 47.5 42.9 44.1 45.9 

50–54 88.9 85.8 77.9 81.1 82.0 77.5 79.5 82.2 

55–59 129.0 121.6 130.1 130.9 138.8 127.5 125.7 135.5 

60–64 184.3 173.2 171.4 172.8 192.2 175.3 178.3 188.2 

65–69 198.0 175.6 210.6 215.3 229.9 235.9 239.7 273.1 

70–74 197.8 198.8 191.9 198.6 247.9 237.8 254.9 308.2 

75–79 214.4 181.5 203.6 247.3 262.3 209.1 279.7 294.1 

80–84 130.4 94.4 135.8 101.5 179.9 166.1 237.4 213.5 

85–89 102.1 66.8 51.8 120.6 106.2 146.8 77.6 199.3 

≥90 43.5 0 0 0 0 0 86.2 58.7 
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表 10 医療・福祉・保健衛生業における年齢階級別の転倒災害粗発生率（10 万人あたり） 

 2014 年 2015 年 2016 年 2017 年 2018 年 2019 年 2020 年 2021 年 

年齢階級 粗発生率（10 万人あたり） 

15–19 24.1 26.9 33.0 33.6 26.4 25.5 41.5 40.8 

20–24 13.9 12.7 13.8 14.6 13.1 15.4 19.8 16.5 

25–29 12.8 13.9 12.6 12.1 14.7 12.8 16.3 13.9 

30–34 15.0 14.6 13.1 15.8 17.5 15.3 19.8 17.9 

35–39 23.1 18.1 17.7 20.0 19.6 21.2 22.0 22.8 

40–44 30.2 27.5 24.2 25.7 28.6 25.3 28.7 28.9 

45–49 35.1 36.7 40.4 39.5 42.3 34.8 40.7 43.6 

50–54 65.6 67.9 70.2 70.6 76.6 68.1 74.1 81.1 

55–59 114.1 104.2 114.7 109.5 121.7 120.5 133.2 142.2 

60–64 128.4 140.5 147.8 137.6 159.0 156.6 162.2 180.3 

65–69 127.6 119.1 134.3 160.1 172.0 156.6 181.4 196.1 

70–74 136.4 109.2 123.8 157.5 155.1 161.5 177.5 192.7 

75–79 136.6 141.5 126.1 194.3 132.7 135.8 173.1 188.3 

80–84 56.5 109.1 54.9 156.3 185.8 207.0 230.8 156.3 

85–89 62.1 43.0 46.9 62.6 109.0 27.1 66.6 56.8 

≥90 0 0 0 0 0 56.2 163.9 118.9 
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表 11 製造業における年齢階級別の転倒災害粗発生率（10 万人あたり） 

 2014 年 2015 年 2016 年 2017 年 2018 年 2019 年 2020 年 2021 年 

年齢階級 粗発生率（10 万人あたり） 

15–19 44.1 36.9 25.0 19.3 22.2 25.8 31.8 26.4 

20–24 21.9 18.0 19.3 27.8 19.3 17.0 16.3 14.6 

25–29 20.1 19.8 15.3 18.7 20.7 17.6 17.7 17.6 

30–34 25.5 20.2 21.6 17.6 22.2 21.4 18.8 22.0 

35–39 25.0 27.7 23.0 23.0 25.3 20.6 24.8 27.5 

40–44 30.2 29.6 32.1 26.9 33.2 29.6 29.6 29.6 

45–49 41.7 38.1 40.3 41.1 42.6 39.4 36.0 40.2 

50–54 67.5 61.7 71.5 66.7 67.3 56.9 57.3 59.2 

55–59 102.2 95.1 96.2 105.4 109.8 92.1 90.1 96.2 

60–64 137.9 135.1 144.7 140.4 158.3 132.2 143.5 140.5 

65–69 158.1 154.0 163.1 168.3 192.8 174.5 190.9 205.4 

70–74 155.6 121.5 153.7 162.5 167.5 178.0 201.1 192.5 

75–79 157.7 144.8 130.5 108.8 142.6 186.8 158.2 177.6 

80–84 130.9 230.9 79.5 117.9 211.9 102.7 61.7 203.1 

85–89 0 103.5 130.3 32.2 111.6 210.4 25.9 112.4 

≥90 0 0 58.0 0 0 44.8 55.9 0 
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図 1 業種別の 65 歳以上の雇用者割合 

(a) 男女全体では、2014 年から 2021 年にかけて、全業種において、それぞれ 6.2%、6.8%、7.4%、

7.8%、8.4%、8.9%、9.1%、9.2%、卸売・小売業では、5.1%、5.7%、6.4%、6.6%、7.3%、7.6%、

8.0%、8.2%、医療・福祉・保健衛生業では、5.7%、6.5%、7.4%、7.6%、8.7%、9.5%、9.8%、10.3%、

製造業では、4.5%、5.1%、5.6%、5.7%、5.8%、6.1%、6.1%、6.1%であった。 

(b) 男性において、全業種では、それぞれ 3.6%、3.9%、4.2%、4.4%、4.7%、5.0%、5.0%、5.0%、

卸売・小売業では、2.3%、2.7%、2.9%、3.0%、3.3%、3.5%、3.4%、3.5%、医療・福祉・保健衛

生業では、1.8%、2.0%、2.4%、2.4%、2.7%、3.0%、2.8%、3.0%、製造業では、3.0%、3.3%、3.5%、

3.6%、3.7%、4.0%、3.9%、3.9%であった。 

(c) 女性において、全業種では、それぞれ 2.6%、2.9%、3.2%、3.4%、3.7%、3.9%、4.1%、

4.2%、卸売・小売業では、2.8%、3.0%、3.4%、3.6%、4.0%、4.2%、4.6%、4.7%、医療・福

祉・保健衛生業では、4.0%、4.5%、5.0%、5.2%、6.0%、6.5%、7.0%、7.3%、製造業では、

1.5%、1.8%、2.1%、2.2%、2.1%、2.2%、2.2%、2.3%であった。 
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図 2 全業種・全雇用者における粗発生率、年齢調整発生率および年齢・性別調整発生率 

 

円マーカー付き点線、プラスマーカー付き破線および菱形マーカー付き実線は、それぞれ雇用者 10

万人あたりの転倒災害発生率のうち、粗発生率、年齢調整発生率および年齢・性別調整発生率を表

す。2014 年から 2021 年にかけて、粗発生率は 51.7、49.4、50.8、52.1、57.2、53.2、55.3、60.1

であり、年齢調整発生率は 52.4、49.4、50.2、50.8、55.0、50.2、51.5、55.3、そして年齢・性別

調整発生率は 52.5、49.4、50.1、50.6、54.7、49.8、50.9、54.7 であった。 
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図 3 業種別の粗発生率、年齢調整発生率および年齢・性別調整発生率 

 

円マーカー付き点線、プラスマーカー付き破線および菱形マーカー付き実線は、それぞれ雇用者 10

万人あたりの転倒災害発生率のうち、粗発生率、年齢調整発生率および年齢・性別調整発生率を表

す。(a) 卸売・小売業においては、2014 年から 2021 年にかけて、粗発生率は 62.0、60.2、62.1、

64.6、70.7、67.8、70.9、78.3、年齢調整発生率は 67.3、63.7、64.5、66.2、71.1、66.6、67.9、

74.0、そして年齢・性別調整発生率は 62.5、58.6、59.4、61.1、65.9、60.7、62.0、67.8 であった。

(b) 医療・福祉・保健衛生業においては、粗発生率は 48.6、48.1、51.5、54.2、60.9、58.7、66.8、

72.8、年齢調整発生率は 50.7、49.4、51.8、53.4、57.9、54.8、61.2、64.8、そして年齢・性別調

整発生率は 39.3、38.9、38.8、42.7、47.0、42.7、48.6、50.4 であった。(c) 製造業においては、

粗発生率は 52.9、50.7、53.3、53.8、58.4、52.4、53.8、56.3 であった。年齢調整発生率は 56.1、

52.8、55.0、55.2、59.8、52.7、54.2、および 56.4 であり、年齢・性別調整発生率は 63.3、58.9、

62.0、61.6、67.4、60.0、61.6、および 63.5 であった。  


